
埼玉県少子政策課 

 

わがまち特例に係る県税条例改正について 

 

◆不動産取得税 

 家庭的保育事業等（家庭的保育事業、居宅訪問型事業又は事業所内保育事業

（定員５人以下））の用に供する家屋を取得した場合、当該不動産に係る不動

産取得税の課税標準から控除する額について、当該不動産の価格の３分の２に

相当する額とする。 

 

・施行期日：公布の日（平成２９年７月１１日） 

 

 ・課税のイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】平成２９年度税制改正 

 地方税法が改正され、家庭的保育事業等を行う場合の不動産取得税について

法の定めにある課税標準軽減の割合について、都道府県が条例で定めることと

された。 
 

（改正前）課税標準が価格の１／２ 

（改正後）課税標準が価格の１／２を参酌して、１／３～２／３の範囲内で都

道府県の条例で定める割合 

※条例に定めがない場合、平成３０年度以降、参酌基準（１／２）が適用

されず全部課税となる。 

 

             

 

          × 税率４％ 

改正前 ２４万円 

（軽減の割合１／２） 

             

 

            ×税率４％ 

改正後 １６万円 

（軽減の割合２／３） 

【評価額】－【軽減額】 

１，２００万円－８００万円 

【評価額】－【軽減額】 

１，２００万円－６００万円 
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